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(57)【要約】
　本発明は、基板（１４）上に圧電性材料（１２）を含
む圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータに
関する。圧電性材料は、複数の別個の領域に分割されて
おり、互いに電気的に絶縁された複数の圧電素子（１６
）を基板上に提供する。この素子は、好ましくは、片持
ち梁の長さに沿って配置されている。圧電層は、片持ち
梁の振動のねじりモード（複数可）だけでなく曲げモー
ドにおけるエネルギー回収について、片持ち梁の長手方
向に延びる方向に延びる絶縁ギャップで分割又はさらに
分割することができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板上に圧電性材料を含む圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータであって
、前記圧電性材料は、複数の別個の領域に分割されており、互いに電気的に絶縁された複
数の圧電素子を前記基板上に提供する、
　圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータ。
【請求項２】
　前記圧電素子は、隣接する圧電素子同士の間に電気的な絶縁ギャップを含むアレイとし
て配置されている、
　請求項１に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータ。
【請求項３】
　前記圧電素子は、片持ち梁の長さに沿って配置されている、
　請求項１又は請求項２に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータ。
【請求項４】
　前記片持ち梁には、バランスウェイト又はアンバランスウェイトが設けられている、
　請求項３に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータ。
【請求項５】
　前記圧電素子は、片持ち梁運動の曲げモードにおけるエネルギー回収について、前記片
持ち梁の長さに沿って隣接する圧電素子同士の間に絶縁ギャップを含む配列として端から
端まで配置される、
　請求項３又は請求項４に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータ。
【請求項６】
　前記圧電層を分割して、２～３０の間の隣接素子、好ましくは６～２０の間の隣接素子
、最も好ましくは２０個の隣接素子を提供する、
　請求項５に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータ。
【請求項７】
　前記圧電層は、片持ち梁振動のねじりモードにおけるエネルギー回収について、前記片
持ち梁の長手方向に延びる絶縁ギャップで分割される又はさらに分割される、
　請求項３～６のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエー
タ。
【請求項８】
　片持ち梁振動のねじり及び曲げモードの両方における同時及び／又は順次のエネルギー
回収のための手段をさらに含む、
　請求項７に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータ。
【請求項９】
　エネルギー回収のために前記圧電層の中で１つ又は複数のセグメント又はグループを選
択するための手段をさらに含む、
　請求項１～８のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエー
タ。
【請求項１０】
　前記基板／圧電層の厚さの比が、実質的に１：１～２：１の間にある、
　請求項１～９のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエー
タ。
【請求項１１】
　前記基板／圧電層の厚さの比が、実質的に１：１又は２：１である、
　請求項１～１０のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又アクチュエー
タ。
【請求項１２】
　前記基板材料は、鋼である、
　請求項１～１１のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエ
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ータ。
【請求項１３】
　前記基板材料が、実質的に１００～２００マイクロメートルの範囲内の厚さを有する、
　請求項１～１２のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエ
ータ。
【請求項１４】
　前記圧電性材料は、両側にアルミニウムの薄い層でコーティングされたポリフッ化ビニ
リデン（ＰＶＤＦ）の圧電性フィルムを有する、
　請求項１～１３のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエ
ータ。
【請求項１５】
　前記圧電性材料の少なくとも一つの表面が、表面電流を最小化するように電気的に不連
続にされるように、前記圧電層をセグメントに分ける、
　請求項１～１４のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエ
ータ。
【請求項１６】
　一つ又は複数の前記圧電素子が、不規則形状を有する、
　請求項１～１５のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエ
ータ。
【請求項１７】
　少なくとも選択された圧電素子は、異なる形状及び／又はサイズを有する、
　請求項１～１６のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエ
ータ。
【請求項１８】
　請求項１～１７のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイスを含むセンサ。
【請求項１９】
　請求項１～１７のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイスを含む無線セン
サ。
【請求項２０】
　前記デバイスの剛性を変化させるために、前記デバイスの圧電層や他の圧電素子に電流
を印加するための手段をさらに含んでおり、こうして前記デバイスの固有共振周波数を変
化させる、
　請求項１８又は請求項１９に記載のセンサ。
【請求項２１】
　請求項１～２０のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はセンサを含
むＭＥＭｓデバイス。
【請求項２２】
　前記デバイスの圧電層又は他の圧電素子に電流を印加して、前記デバイス又は該デバイ
スの一部を撓ませるための手段を含む、
　請求項１～１７のいずれか一項に記載のアクチュエータ。
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータに関し、排他的なもので
はないが、具体的には、バイモルフ構成の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエ
ータに関する。
【背景技術】
【０００２】
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　圧電性材料は、エネルギー捕集(scavenging)用途のために機械的ひずみを電荷に変換す
るためのトランスデューサとして使用されてきた。いわゆるバイモルフ構成の圧電式エネ
ルギー回収(harvesting)は、電気エネルギーを発生させるために機械的エネルギーを捕集
する最も一般的な方法である。圧電式エネルギー回収は、通常、圧電性材料の層で覆われ
た片持ち梁を振動させる。圧電性材料は、例えば周辺振動による機械的ひずみを、電気機
器に電力を供給するような電荷に変換する。あるいはまた、このようなデバイスは、例え
ばモータやアクチュエータ用途において電気エネルギーを機械的エネルギーや仕事に逆に
変換するように作動させることができる。典型的には、このような装置の片持ち梁の長さ
方向は、単一の連続的なストリップを圧電性材料で覆っている。
【０００３】
　機械－電気変換技術に基づいて、エネルギー回収システムは、特にワイヤレスセンサに
電力を供給するために、近年研究対象としてかなりの関心を集めている。このような研究
は、圧電、電磁気、及び静電を用いる変換技術に基づいたエネルギー回収の方法論を含む
。当然のことながら、圧電式変換は、この分野で最も有望な技術と考えられており、この
圧電式変換が、高い電気－機械結合効率を有しており、且つ他の技術と比較して外部電圧
源を必要としないので、研究対象として相当注目されている。圧電式変換は、微小電気機
械システム（ＭＥＭＳ）や無線センサネットワーク（ＷＳＮ）等の応用分野で特に関心を
集めている。無線センサネットワークは、ネットワークの柔軟性や、過酷な動作環境での
実行能力や運用能力の容易性によって環境、健康、セキュリティ、及び軍事用途を含む様
々な分野の用途において既存の有線手法と比較して有意な利点を提供する可能性を有して
いる。現在、ほとんどの無線センサネットワークは、電池や、充電式電池又は他の電源を
用いており、これらの電源は、高いコストや、バルク、サイズ、短い動作寿命によって適
用範囲が制限されている。従って、（例えば、機械的振動を電気に変換する）環境による
エネルギー源から無線センサネットワークやマイクロシステムへ電力を供給するような開
発が、近年益々関心を集めている。
【０００４】
　圧電式電力回収デバイスの広範な用途への実用化を阻害する主な要因は、公知の圧電性
材料によって生成される電力量が少ないことである。最近の研究活動は、圧電式エネルギ
ー回収デバイスのエネルギー効率や寿命を改善することに向けられている。これは：帯域
幅を増加させる；片持ち梁の共振周波数を調整する；より高い結合効率を有する適切な材
料（複数可）を選択する；及びＡＣ－ＤＣ変換回路を改良する；ことによって達成するこ
とができる。デバイスの構造は、効率に影響を与える主要な因子として認識されている。
現在、片持ち梁の構成は、このようなデバイスについて最も一般的な構造である。基板の
上部又は下部に取り付けられた圧電性材料を有する片持ち梁の構成は、現在その単純さと
良好な結合効率の観点からエネルギー回収のための最適な構造であると考えられている。
従来の片持ち梁式エネルギー回収構成は、バルク圧電板又は圧電層に基づいている。しか
しながら、公知の圧電性片持ち梁ベースの回収デバイスは、主に振動の曲げ運動／モード
で動作する。純粋なねじりモードによって、構造体の表面に生成された電荷は、二つのグ
ループ、正電荷及び負電荷の領域に分類される。これらの領域は、ねじり動作における片
持ち梁構造体の対称的なひずみによって、反対極性の同じ量の電荷を有している。正と負
の両方の領域が互いに打ち消し合い、正味ゼロの電荷を提供するので、ねじり動作におけ
る公知の構成のデバイス表面からの総電気出力は、ゼロになる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従って、改良された圧電エネルギー回収デバイス及び／又はモータ／アクチュエータの
逆動作モードのときに、改善された電力消費装置の必要性がある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の一態様によれば、基板上に圧電性材料を含む圧電式エネルギー回収デバイス又
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はアクチュエータが提供される。この圧電性材料は、複数の別個の領域に分割されており
、互いに電気的に絶縁された複数の圧電素子を基板上に提供する。この態様では、本発明
者らは、圧電性材料のセグメント化された層と基板層とを有する新規なバイモルフ片持ち
梁式エネルギー回収構造を設計した。セグメント化された層は、同じサイズ及び形状の非
セグメント化された層を有する公知のデバイスと比較して改善された効率を提供する。こ
うして、本発明のこの態様に係るデバイスは、逆方向の動作モードで作動している場合、
つまりモータやアクチュエータ用途において電気エネルギーを機械的エネルギーや仕事に
変換するように構成された場合には、同様の形状及びサイズの公知のデバイスより大きな
発電能力及び／又はより大きな効率を有することができる。簡潔にするために、この明細
書では、次の用語「エネルギー回収デバイス」は、電流がデバイスに印加されるときに、
モータ／アクチュエータ等を逆方向のモードで作動させて運動を提供するように構成され
たデバイス等も指す。セグメント化された層を有するデバイスは、非セグメント化層を有
する同様のデバイスとは異なる固有振動数を有しており、セグメント化されたデバイスの
固有振動数は、予想される動作環境の振動数に合わせることができることを理解されたい
。
【０００７】
　圧電層は、圧電性材料の少なくとも一つの表面が電気的に不連続であり、それによって
、表面電流が最小化されるようにセグメント化してもよい。
　好ましくは、セグメント化された圧電素子は、隣接する圧電素子同士の間に電気的な絶
縁ギャップを含むアレイとして配置されている。これは、デバイスを製造するための簡易
な構造を提供する。
　好ましい実施形態では、圧電素子を、片持ち梁の長さに沿って配置してもよい。なお、
本発明は、片持ち梁構成だけでなく他の構成を有するデバイスに同様に適用可能であるこ
とを理解されたい。
【０００８】
　好ましくは、片持ち梁には、バランスウェイト又はアンバランスウェイトが設けられて
いる。多くの用途では、片持ち梁には、このような片持ち梁のバランスを実用的にとるた
めに、アンバランスウェイトを設けることが想定される。
　好ましい実施形態では、圧電素子は、片持ち梁運動の曲げモード（複数可）におけるエ
ネルギー回収について、片持ち梁の長さに沿って隣接する圧電素子同士の間に絶縁ギャッ
プを含む配列として端から端まで配置してもよい。
【０００９】
　本発明の上述した態様に係る圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータは、圧
電層を有しており、この圧電層を分割して、２～３０の間の隣接素子、好ましくは６～２
０の間の隣接素子、最も好ましくは２０個の隣接素子を提供する。一実施形態では、本発
明者らは、効率は２～３０の間の隣接素子で改善されるが、最適な数のセグメント化され
た隣接素子は、２０又はその範囲内にあることを見出した。
【００１０】
　本発明の上述した態様に係る圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータは、片
持ち梁振動のねじりモード（複数可）におけるエネルギー回収について、片持ち梁の長手
方向に延びる絶縁ギャップで分割され又はさらに分割された圧電層を有する。振動のねじ
りモードによって生成された電荷は、使用時に、単一の非セグメント化された層を有する
公知のデバイスと同様に分配される。しかしながら、ギャップの隣接する側面の正電荷及
び負電荷は、電気的に接続されないので、互いに相殺されないが、それ以外の場合は、非
セグメント化圧電層を有するデバイスのように相殺される。ギャップの両側の圧電層によ
って生成された電気エネルギーは、デバイスの電力生成能力を改善するために上乗せする
ことができる。このギャップによって、セグメントを電気的に絶縁して、曲げ及びねじり
モード／運動の両方でエネルギー回収を可能にする。
【００１１】
　好ましい実施形態では、圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータは、片持ち
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梁振動のねじり及び曲げモードの両方における同時及び／又は順次の電気エネルギー回収
のための手段をさらに含む。このようにして、エネルギーを、複数の振動モードにおいて
単一のデバイスから回収して、デバイスが生成することができる電力量を最大化させるこ
とができる。
【００１２】
　圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータは、１つ又は複数の振動モードにお
けるエネルギー回収について、圧電層の中で１つ又は複数のセグメント又はグループを選
択するための手段をさらに含む。このようにして、デバイス、より具体的には圧電層の選
択された面積又は領域のみを、エネルギー回収のために選択することができる。基板又は
他の基準に対して最大の電位差を有する面積又は領域を選択して、１つ又は複数の振動モ
ードでのデバイスの効率を最大化することができる。選択されたセグメントや領域によっ
て生成されるエネルギーを合計して、デバイスの出力を増加させることができる。
【００１３】
　本発明者らは、片持ち梁の端部に固定された支持基板及びアンバランス質量体を含んだ
状態で、２つの別々の部品に分割された圧電層を有する圧電性片持ち梁式エネルギー回収
デバイスやアクチュエータの実験的検討によって、この構成が、曲げ及びねじりモード／
運動の両方でエネルギー変換を可能にすることを実証した。ねじりモードは、片持ち梁に
ついて低次の曲げモードよりも高い固有周波数を有する傾向があるので、デバイスの使用
可能な帯域幅は、曲げ及びねじりモードの両方で、基本波及び高次モードの両方で、エネ
ルギーを回収することによって改善されることを理解されたい。
【００１４】
　好ましい実施形態では、基板／圧電層の厚さの比が、実質的に１：１～２：１の間にあ
り、好ましくは、基板／圧電層の厚さ比は、実質的に１：１又は２：１である。圧電体と
基板との間の厚さの比は、エネルギー回収デバイスの性能の観点から重要な因子である。
最適な厚さの比は、デバイスのサイズ及び形状（幅及び長さ）とは無関係であり、いくつ
かの実施形態では、エネルギー回収のための最適な厚さの比は、約１：１であることが見
出されている。
　好ましくは、基板材料は、鋼である。
【００１５】
　好ましい実施形態では、基板材料は、実質的に１００～２００マイクロメートルの範囲
内の厚さを有する。基板材料として鋼を有するデバイスでは、蓄積されたエネルギー及び
開回路電圧は、鋼製基板の厚さが、１：１及び２：１の厚さの比に対応するような１００
又は２００マイクロメートルである場合に、最大化されることが見出されている。
　好ましくは、圧電性材料は、両側にアルミニウムの薄い層でコーティングされたポリフ
ッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）の圧電性フィルムを有する。
【００１６】
　本発明は、本発明の上述した態様に係る圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエ
ータを有するようなセンサや、無線センサ又はＭＥＭｓデバイスを含む他の態様も企図す
る。
　本発明は、デバイスの剛性を変化させるために、デバイスの圧電層や他の圧電素子に電
流を印加するための手段をさらに含んでおり、こうして、デバイスの固有共振周波数を変
化させるようなセンサや無線センサも企図する。これは、センサの感度を変化させるよう
な実施形態において有用となる。
【００１７】
　本発明は、デバイスの圧電層又は他の圧電素子に電流を印加して、デバイス又はこのデ
バイスの一部を撓ませるための手段をさらに含むような圧電アクチュエータも企図する。
本発明のこの態様によって、例えば駆動力を提供するために運動が必要とされる用途にお
いて特定の用途が見出された。
　本発明の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータは、不規則形状を有する１
つ又は複数の圧電素子を含んでもよい。例えば矩形等の規則的な形状の代わりに、１つ又
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は複数、或いは全ての素子を、不規則形状としてもよい。
【００１８】
　本発明の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータは、異なる形状及び／又は
サイズを有する圧電素子を含んでもよい。こうして、選択された１つ又は複数の圧電素子
は、デバイスのある領域でより大きな効率のために選択された１つの特定の形状及びサイ
ズを有してもよく、及び他の素子のグループからなる他の素子を有してもよい。特定の実
施形態では、全ての圧電素子が、異なる形状及びサイズであってもよいことを理解される
であろう。
　本発明は、添付図面を参照しながら、ほんの一例として、ここでより具体的に説明する
。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１ａ】従来のバルク・バイモルフ型圧電式回収デバイスの概略構成を示す図である。
【図１ｂ】２０個にセグメント化された圧電式回収デバイスの概略構成を示す図であり、
ここで圧電層の寸法は、長さ１４ｍｍ、幅２ｍｍ、厚さ０．２ｍｍである。圧電層の０．
０５ｍｍのギャップを有するセグメントは、軸線Ｘに沿って均一に配置されている。
【図１ｃ】セグメント化されたＦＥモデルのメッシュである。
【図２】公知のバルクプレート構成、及び本発明の実施形態に係るエネルギー回収デバイ
スの６個、２０個にセグメント化された構成の軸線Ｘに沿った表面電位を示すグラフであ
る。
【図３】公知のバルクプレート構成、及び図２のようにセグメント化された構成の軸線Ｘ
に沿った電気変位のグラフである。
【図４】蓄積された電気エネルギー対セグメント化された圧電層を有するデバイスにおけ
る別々のセグメント数のグラフ特徴である。
【図５】公知のバルク層構成及び２０個にセグメント化された層デバイスの動的応答を示
すグラフである。
【図６】エネルギー回収デバイスについて公知の単一（又はバルク）圧電層の片持ち梁構
造の概略図である。
【図７】本発明の一実施形態に係るエネルギー回収デバイスについての分割フィルム状圧
電層の片持ち梁構造の概略図である。
【図８】従来のバルク層構造体の周波数応答を示す図である。
【図９ａ】図７の構成における１つのフィルム（又はセグメント）の周波数応答を示す図
である。
【図９ｂ】図７の構成における隣接するフィルム（又はセグメント）の周波数応答を示す
図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　前述したように、従来の片持ち梁式エネルギー回収構成は、例えば図１ａに示されるよ
うに、バルク圧電板又は層に基づくものである。より高い出力電力を実現するため、本発
明者らは、より大きなエネルギー回収効率が、圧電性材料１２のセグメント化された層と
基板層１４とを有するバイモルフ片持ち梁式エネルギー回収構成１０で実現されることを
見出した。これらの例が、図１ｂに示され、ＦＥモデルが図１ｃに示される。本発明のエ
ネルギー回収デバイスの効率性の向上は、発明者らによって、従来の構成（図１ａ）や様
々にセグメント化された図１ｂの構成（すなわち、様々な数でセグメント化され、電気的
に分離された圧電素子１６）を使用する有限要素法（ＦＥＭ）を用いた比較検討を次から
次に行うことによって実証された。図１ａに示される公知の構成では、非セグメント化さ
れた圧電性材料１２aの層が、基板１４a上に示されている。
【００２１】
　技術背景として、圧電式エネルギー回収の方法は、以下の理論に基づいている。
　圧電効果、電場と構造体との間における相互作用は、１８８０年にキュリー夫妻によっ
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て発見された。圧電式エネルギー回収は、機械的な応力を与えた場合に電荷を生成するよ
うな活性材料を用いる。バイモルフ片持ち梁のひずみ、応力、電場、及び電気変位の間に
ある関係は、ひずみ－電荷の形式で表された数式によって支配されている。
　　　　　Ｓ＝ｓＥＴ＋ｄＴＥ　　　　　　　　　　（１）
　　　　　Ｄ＝εＴＥ＋ｄＴ　　　　　　　　　　　（２）
　ここで、Ｓは機械的なひずみベクトルであり、Ｔは機械的な応力ベクトルであり、ｓＥ

は弾性コンプライアンステンソルであり、ｄは圧電ひずみ定数であり、Ｄは電気変位ベク
トルであり、Ｅは電場ベクトルであり、εＴは誘電体の誘電率テンソルである。
【００２２】
　図１ｂに示されるバイモルフ片持ち梁式エネルギー回収構成１０は、圧電性材料１２の
セグメント化された層と基板層（単結晶シリコン）１４とを有する。圧電性材料は、標準
ＣＭＯＳ技術、生体適合性、優れた圧電係数、優れた電気機械結合係数、低誘電率、及び
高ヤング率と適合するように、好ましくは窒化アルミニウム（ＡｌＮ）である。圧電層は
、基板の長さに沿ってセグメント化又は分割されており、それによって、各セグメントは
、圧電層における比較的小さな絶縁ギャップ又は不連続性によって圧電素子の隣接するセ
グメントから電気的に絶縁されるような別個の圧電素子を提供する。示される例では、ギ
ャップは、隣接する圧電素子１６同士の間に示されており、これらの圧電素子は、圧電層
及び基板を含む片持ち梁の長手方向に垂直に延びるギャップを含む１次元アレイとして基
板の長さに沿って配置されている。ひずみによって圧電層１２上に誘導される電荷は以下
の式から決定することができることを理解されたい。
【００２３】

【数１】

　ここで、Ｄz，pは電気変位であり、Ａｐは圧電体の面積である。セグメント化された回
収デバイスの蓄積された電気エネルギーＥｓｔｏｒｅｄは、以下のように表すことができ
る。
【００２４】

【数２】

　ここで、Ｑｉ，Ｖｉ，Ｃｉ，Ｄｚ，ｐ，ｉ，Ａｐ，ｉは、ｉ番目のセグメント化された
圧電ピースに誘導された電荷、電圧、容量、電気変位、面積である。従来の構成では、Ｎ
＝１である。誘導された電気エネルギーは、式（４）から電気変位の二乗値に比例するこ
とが分かる。軸線Ｙに沿った電気変位分布が、ここで適用される構造において均一である
ので、圧電性材料の蓄積された電気エネルギーは、Ｘ軸に沿った電気変位分布に依存する
。
【００２５】
　ＦＥＭに基づいた典型的なモデリング及びシミュレーションは、高効率のエネルギー回
収デバイスの性能を検討し且つ予測するための標準的な手順である。図１ｃに示されるＦ
ＥＭは、市販のソフトウェア－ＣＯＭＳＯＬを用いてモデリングしたものである。本発明
者らは、１～３０までの様々なセグメント構成を検討した、すなわち、圧電性材料の中で
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２個～３０個に分離し且つ電気的に絶縁されたセグメントに変えて、様々な程度のセグメ
ントでのＦＥＭのモデリングを行った。２０個のセグメント構成の場合では、例として説
明されるＦＥＭメッシュは、総数１０６０１５の自由度を有する２３２８の圧電素子を含
む。各材料層は、厚さに沿って離間した３つの直線状素子に分割される（図１ｃ）。窒化
アルミニウムの特性は、ＣＯＭＳＯＬによって提供される。支持構造体－シリコンについ
て、この例では、以下の材料特性をモデルに適用した：ヤング率Ｅ＝２０５ＧＰａ、ポア
ソン比ν＝０．２８及び密度ρ＝２，３３０ｋｇ／ｍ３。図１ｂに示される０．０１Ｎの
点力がここで加えられ、デバイス上に機械的ひずみを誘発する。静的モードでの出力電圧
及び蓄積された電気エネルギーや、その動的応答が、ＦＥＭモデルを用いて決定される。
【００２６】
　圧電層内の２～３０の別個のセグメント又は圧電素子に基づくＦＥＭを検討した。いく
つかの代表的な構成、例えばバルクや６個及び２０個のセグメントの軸線Ｘに沿った表面
電位及び電気変位の予測値が、図２及び図３にそれぞれ示されている。静的モードで蓄積
された電気エネルギーは、式（４）に従って計算される。なお、図４から、圧電層を２０
ピースに分割するときに、蓄積された電気エネルギーは、検討された特定のＦＥＭにおい
て最大値を有することが分かる。
【００２７】
　動的モードでは、図５に示されるように、バルク構成（ゼロのセグメント）の蓄積され
た電気エネルギーは、１１２０Ｈｚの共振周波数で１．９８×１０－９Ｊであるが、２０
個にセグメント化された構成の蓄積された電気エネルギーは、１１２０Ｈｚの共振周波数
で３．８６×１０－９Ｊである。
【００２８】
　要約すると、本発明者らは、ＡｌＮ系の様々にセグメント化された圧電層のエネルギー
回収の静的及び動的な性能の両方を検討した。これらの構成の理論解析及びシミュレーシ
ョン結果は、セグメント化された構成では、公知の構造、すなわち非セグメント化された
構成よりもより高い電気エネルギー出力を有することを示した。また、セグメント化され
た構成は、より低い共振周波数を有しており、この共振周波数は、周辺の振動周波数に一
致させ、且つ本発明のこの態様に係るエネルギー回収デバイスの出力電力を増加させる能
力を増大させる。
【００２９】
　ここで図６～９ｂを参照すると、図７に示される圧電性片持ち梁式エネルギー回収デバ
イス２０のさらなる実施形態は、実質的に同じサイズ及び形状の長手方向に平行に延びる
隣接するストリップ２４及び２６のペアとして分割された圧電層２２と、支持基板２８と
、片持ち梁基板の自由端又は遠位端に固定されたアンバランス質量体３０とを有する。こ
の実施形態では、圧電ストリップ２４及び２６は、ストリップ同士の間の圧電性材料の長
手方向ギャップ３２によって互い電気的に絶縁されている。さらに説明するように、この
配置は、曲げ及びねじりモード／運動の両方でのエネルギー変換を可能にする。
【００３０】
　なお、この実施形態では、純粋なねじり運動／モードでは、２つの圧電ストリップ２４
及び２６によって生成された電荷は、各ストリップで多少なりとも等しいことを理解され
たい。しかしながら、各ストリップによって生成された電荷は、反対側の極性、一方が正
極性、他方が負極性を有することになる。この実施形態では、圧電ストリップは、使用中
に、図１ａに示した公知の構成のように、２つの圧電ストリップが、圧電層の中間の細い
ギャップ３２によって電気的に分離されるので、互いに相殺しないような別個の圧電素子
を規定する。
【００３１】
　さらなる実験的検討では、本発明のこの実施形態に従って構成されたバイモルフ型圧電
エネルギー回収デバイス（図７）の性能特性と、図１ａに示され且つバルク層構成として
以前説明した形態と同様の公知の構造の素子（図６）との間で直接比較を行った。実験的
検討における両方のデバイスは、前述したような本実施形態に係るデバイスにおいて圧電
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層を平行なストリップに分割した状態で、ＰＶＤＦ材料の圧電層と薄い鋼製基板片持ち梁
を用いて構成した。
【００３２】
　図６及び図７の両方のデバイスは、両側にアルミニウムの薄層でコーティングされたポ
リフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）圧電フィルムと鋼製片持ち梁基板とを含む圧電性片持ち
梁構造を有する。ＰＶＤＦフィルムは、導電性エポキシによって鋼製片持ち梁基板上に接
合される。この点において、フィルムの片面が鋼製基板に接続されており、他面が開いた
状態であることを理解されたい。９ｍｍ×８ｍｍ×６ｍｍ寸法のアンバランス鋼質量体が
、片持ち梁の自由端又は遠位端に非導電性エポキシで接合されている。
【００３３】
　鋼製基板及び圧電性ＰＶＤＦフィルムの寸法を示す構造が、図６及び図７に示されてい
る。図７の分割フィルム状片持ち梁の実施形態は、基板表面に固定された２つの薄いＰＶ
ＤＦフィルムで構成される。図６及び図７では、それぞれの片持ち梁の幅広の近位端が、
上述した実験的検討の目的のために、加振台（図示せず）に取り付けられたホルダ（図示
せず）上に固定されることを理解されたい。
【００３４】
　上述した検討では、機械的加振器（ＬＤＳ　Ｖ４０６）を、振動する機械的な力を生成
するために使用した。加振器は、加振器端子に８００ｍＶピーク間正弦波信号を生成する
発振機能をプログラム可能な市販のＴＴｉ　ＴＧ１０１０によって駆動させた。圧電フィ
ルムの出力は、オシロスコープに接続させた。
【００３５】
　実験により決定されたような、図６及び図７の両方の圧電構造体の周波数応答特性（電
圧対周波数）がそれぞれ、図８、図９ａ及び図９ｂに表されている。図６の公知の構成に
ついて、デバイスの出力端子は、ＰＶＤＦフィルムの上面と基板端子とに存在している。
図８は、様々な機械的な励起周波数における公知の構造の応答を示している。１６．４Ｈ
ｚ、１９５Ｈｚ、及び５９０Ｈｚにおいて３つの主なピークがあることが分かる。異なる
共振周波数での出力電圧間には相当な差があることに留意されたい。最大電圧は、１９５
Ｈｚで４．８Ｖのピーク値を発生する。
【００３６】
　図７の構成では、両方のフィルムについての出力電圧が、それぞれのフィルムと基板と
の間で測定される。図９ａ及び図９ｂは、上側及び下側フィルムそれぞれの周波数応答を
示している。一方のフィルムをこれ以降上側フィルムと呼称し、この上側フィルムは、４
つの主なピーク（図６の公知の構成よりも１つ多いピーク）を有しており、他方のフィル
ムをこれ以降下側フィルムと呼称し、この下側フィルムは、３つの主なピークを有してい
る。図９ａでは、３つのピークは、単一フィルムのピークに近い周波数（１８Ｈｚ、２０
０Ｈｚ、及び６３０Ｈｚ）に存在する。残りのピークは、５７５Ｈｚに存在する。下側フ
ィルムについて、５７５Ｈｚのピークは明らかではないが、代わりに、６３０Ｈｚ付近に
中心がある幅広のガウス分布曲線が示されている。振幅に関して、公知の構造体は、実験
で用いた公知の構造体の圧電性材料の面積よりはるかに大きいので、新たな構造体より高
い電圧を生成する。従来の構造体の最大電圧は、４．８Ｖとして測定され、新しいデバイ
スの１つのフィルムの最大測定電圧は、１．１４Ｖである。
【００３７】
　１５～２０Ｈｚ付近の低い周波数領域では、公知の構造体及び分割フィルム状構造体の
両方は、機械的な共振を有する。公知の構造体の場合には、機械的な加振器が、１６.５
Ｈｚの共振周波数で８００ｍＶピーク間の正弦波入力信号を有するときに、出力信号は、
線形であり且つ小さな位相だけ遅れることが観察された。この周波数でのピーク間電圧は
、２．３２Ｖである。分割フィルム状デバイスの出力は、ほぼ同じ共振周波数（１８Ｈｚ
）で測定され、同じ入力条件下での上下のフィルム両方の出力は、各フィルムについて約
１Ｖピーク間として観測された。
【００３８】
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　理論を検証するために、分割フィルム状圧電性片持ち梁を曲げ及びねじりモードで動作
させたが、本発明者らは、１８Ｈｚ及び２００Ｈｚにおいて両方のフィルムの出力電圧が
観測された。フィルムの出力は、圧電性分割フィルム構造体がこれらの周波数で曲げモー
ドであることを示すようなほぼ同相となることが見出された。５６０Ｈｚでの上下のフィ
ルムの間で観測された１８０°の位相シフトは、この周波数での実験する分割フィルム構
造体の共振モードが、ねじり成分を有することが示された。分割フィルム構造体の両方の
フィルムの出力が、外部の移相調整機を用いて組み合わされている場合には、出力電力の
大幅な増加を有した状態で、２．５Ｖピーク間電圧が達成されることを理解すべきである
。
【００３９】
　要約すると、図６～図９ｂは、曲げ及びねじり運動の両方でエネルギー回収の利点を有
する新規の圧電式エネルギー回収構造体の実験による検証を説明した。公知のデバイスと
比較して、分割したフィルム構造体は、共通基板上に２つの分割した圧電フィルムを含む
。公知の及び分割フィルム状圧電性片持ち梁構造体の両方を試験して、周波数応答及び電
力出力に関して特徴付けを行った。実験によって、本発明者らは、分割フィルム構造体が
、曲げ及びねじり運動の両方でエネルギー回収を行うことが確認できた。
 
 

【図１ａ】

【図１ｂ】

【図１ｃ】

【図２】

【図３】
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【図６】 【図７】
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【図８】

【図９ａ】

【図９ｂ】

【手続補正書】
【提出日】平成25年9月3日(2013.9.3)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板上に圧電性材料を含む圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータであって
、前記圧電性材料は、複数の別個の領域に分割されており、互いに電気的に絶縁された複
数の圧電素子を前記基板上に提供し、
　前記圧電素子は、片持ち梁の長さに沿って配置されており、前記圧電層は、片持ち梁振
動のねじりモードにおけるエネルギー回収について、前記片持ち梁の長手方向に延びる絶
縁ギャップで分割される又はさらに分割される、
　圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータ。
【請求項２】
　前記圧電素子は、隣接する圧電素子同士の間に電気的な絶縁ギャップを含むアレイとし
て配置されている、
　請求項１に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータ。
【請求項３】
　前記片持ち梁には、バランスウェイト又はアンバランスウェイトが設けられている、
　請求項１又は２に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエータ。
【請求項４】
　前記圧電素子は、片持ち梁運動の曲げモードにおけるエネルギー回収について、前記片
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持ち梁の長さに沿って隣接する圧電素子同士の間に絶縁ギャップを含む配列として端から
端まで配置される、
　請求項１～３のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエー
タ。
【請求項５】
　片持ち梁振動のねじり及び曲げモードの両方における同時及び／又は順次のエネルギー
回収のための手段をさらに含む、
　請求項１～４のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエー
タ。
【請求項６】
　前記圧電層を分割して、２～３０の間の隣接素子、好ましくは６～２０の間の隣接素子
、最も好ましくは２０個の隣接素子を提供する、
　請求項１～５のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエー
タ。
【請求項７】
　エネルギー回収のために前記圧電層の中で１つ又は複数のセグメント又はグループを選
択するための手段をさらに含む、
　請求項１～６のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエー
タ。
【請求項８】
　前記基板／圧電層の厚さの比が、実質的に１：１～２：１の間にある、
　請求項１～７のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエー
タ。
【請求項９】
　前記基板／圧電層の厚さの比が、実質的に１：１又は２：１である、
　請求項１～８のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又アクチュエータ
。
【請求項１０】
　前記基板材料は、鋼である、
　請求項１～９のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエー
タ。
【請求項１１】
　前記基板材料が、実質的に１００～２００マイクロメートルの範囲内の厚さを有する、
　請求項１～１０のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエ
ータ。
【請求項１２】
　前記圧電性材料は、両側にアルミニウムの薄い層でコーティングされたポリフッ化ビニ
リデン（ＰＶＤＦ）の圧電性フィルムを有する、
　請求項１～１１のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエ
ータ。
【請求項１３】
　前記圧電性材料の少なくとも一つの表面が、表面電流を最小化するように電気的に不連
続にされるように、前記圧電層をセグメントに分ける、
　請求項１～１２のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエ
ータ。
【請求項１４】
　一つ又は複数の前記圧電素子が、不規則形状を有する、
　請求項１～１３のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエ
ータ。
【請求項１５】
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　少なくとも選択された圧電素子は、異なる形状及び／又はサイズを有する、
　請求項１～１４のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はアクチュエ
ータ。
【請求項１６】
　請求項１～１５のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイスを含むセンサ。
【請求項１７】
　請求項１～１５のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイスを含む無線セン
サ。
【請求項１８】
　前記デバイスの剛性を変化させるために、前記デバイスの圧電層や他の圧電素子に電流
を印加するための手段をさらに含んでおり、こうして前記デバイスの固有共振周波数を変
化させる、
　請求項１６又は請求項１７に記載のセンサ。
【請求項１９】
　請求項１～１８のいずれか一項に記載の圧電式エネルギー回収デバイス又はセンサを含
むＭＥＭｓデバイス。
【請求項２０】
　前記デバイスの圧電層又は他の圧電素子に電流を印加して、前記デバイス又は該デバイ
スの一部を撓ませるための手段を含む、
　請求項１～１５のいずれか一項に記載のアクチュエータ。
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